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1. 学習方法の比較、改善
2. 教育機器の利用

(1) 教育職員免許法

· 教育職員免許法施行規則

· 常葉学園大学学則

· 常葉学園大学学生便覧履修の手引き

(2) 学校教育法
· 学校教育法施行規則
· 学習指導要領

· 各教科等の指導に当たっては，生徒がコンピュ－タや情報通信ネットワ－クなどの情報手段を積極的に活用できるようにするための学習活動の充実に努めるとともに，視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図ること。（中学校学習指導要領第1章第６の２の(9)）

· 生徒の実態や教材の内容に応じて，コンピュータや情報通信ネットワーク，教育機器などの有効活用やネイティブ・スピーカーなどの協力を得ることなどに留意すること。（中学校学習指導要領第２章第9節第2の３の(１)のク）

· 高等学校も同様

3. 教育の情報化

(1) ミレニアム・プロジェクト
(2) 「ミレニアム・プロジェクト」により転機を迎えた「学校教育の情報化」

· ２００５年度（平成１７年度）末までに、「すべての学校」の「すべての教室」の「すべての教科」の「すべての授業」において、「すべての教員」がコンピュータやインターネットを活用できるような状況を実現する。

· 「各普通教室(学級)に２台＋プロジェクター」という体制は、１台は教員用、他の１台は児童生徒（の代表）用で、教員が１５～３０秒程度の動画をふんだんに使って、「分かる授業」を実現するための体制です。２台目のコンピュータを児童生徒が使う場面とは、今で言うと「先生に当てられた生徒が黒板に出てきて計算などの作業をする」という場合に相当するもので、先生に当てられた生徒が動画コンテンツを操作したり、場合によってはインターネットを通じて情報の検索をしてみる、といった状況です。

(3) 新「情報教育に関する手引」

· 教育の情報化の目的

· 子どもたちの情報活用能力の育成，すなわち体系的な「情報教育」の実施

· 各教科等の目標を達成する際に効果的に情報機器を活用すること

· 情報活用能力

· 情報活用の実践力

· 情報の科学的な理解

· 情報社会に参画する態度

(4) 『ITを用いて指導できる』基準の作成のための調査研究
· 教員がITを活用した指導力のレベルや教科指導におけるIT活用の得意不得意の程度を客観的に認識できる評価基準を自己評価型のチェックシート形式により策定したもの。

· http://www.japet.jp/skillchk/checksheet.pdf
(5) 学校における情報教育の実態等に関する調査結果（中学校、平成18年3月31日現在）

· PC整備済み教室

· コンピュータ教室
99.7%

· 普通教室

20.5%

· 外国語教員のコンピュータ利用

· 操作できる教員

97.4%

· 指導できる教員

69.0%

4. 教材の特徴と利用
